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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第11期
第２四半期
累計期間

第11期
第２四半期
会計期間

第10期

会計期間

自　平成20年
　　６月１日
至　平成20年
　　11月30日

自　平成20年
　　９月１日
至　平成20年
　　11月30日

自　平成19年
　　６月１日
至　平成20年
　　５月31日

売上高 (千円) 2,006,761966,4244,160,887

経常利益 (千円) 46,565 7,890 145,092

四半期(当期)純利益 (千円) 30,786 6,753 110,300

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) － 429,215 429,215

発行済株式総数 (株) － 5,153,7005,153,700

純資産額 (千円) － 862,480 831,156

総資産額 (千円) － 2,529,6612,341,297

１株当たり純資産額 (円) － 167.40 161.32

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 5.98 1.31 21.41

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) － 34.1 35.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 59,085 － 333,514

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △176,599 － △64,937

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 117,994 － △22,751

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － 364,402 363,922

従業員数 (名) － 89 91

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年11月30日現在

従業員数(名) 89（367）

(注)  従業員数は、就業人員であります。また、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員（一人当た

り173時間／月換算）を外書で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第２四半期会計期間
(自　平成20年９月１日
至　平成20年11月30日)

仕入高（千円）

マルチメディア
カフェ事業

直営事業 72,952

フランチャイズ事業 5,056

小計 78,008

カラオケ事業 36,793

その他事業 33,370

合計 148,172

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門

当第２四半期会計期間
(自　平成20年９月１日
至　平成20年11月30日)

販売高（千円）

マルチメディア
カフェ事業

直営事業 652,009

フランチャイズ事業 14,070

小計 666,079

カラオケ事業 236,584

その他事業 63,760

合計 966,424

(注) １　輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合、並びに輸出高の総額に対する主要な輸出先国又は地域別

の輸出の割合については、輸出高がないため記載しておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上

の主要な相手先がいないため記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な金

融危機の深刻化や株式・為替市場の大幅な変動などから雇用情勢などを含め、景気の先行きに対する不

透明感がさらに一層拡大しました。

　このような経済情勢の中、当社主力事業であるマルチメディアカフェ事業の業界は、市場が成熟期を迎

えている状況であり、店舗数の増加による競争激化に加え、各社各店舗の選別が進み、業界再編へ向けた

動きも活発化しております。

　当社といたしましては、当事業年度の基本方針として、既存店の改装及び経費の見直しによる収益改善

を図るとともに新規出店を再開いたしました。現在の厳しい市場及び競争環境の中でシェアの向上を図

り、事業の発展を目指しております。当第２四半期会計期間における事業別の業績は次のとおりでありま

す。 

　

① マルチメディアカフェ事業

 （直営事業）

マルチメディアカフェ直営事業は、「充実したサービスの提供」と「明るく開放感があり競争力の

ある店舗」を目指し、従来から実施している社員・スタッフの挨拶や接客力の向上をはじめとした

サービスの基本業務の徹底教育に加え、既存店への投資を進めるとともに、当第２四半期会計期間にお

いて１店舗の新規出店を行いました。このような事業活動により、当業界における熾烈な競争環境の

下、既存店による売上は前年同期に近い売上水準で推移しております。店舗数につきましては、当第２

四半期会計期間において新規出店及び退店が各１店舗あったことにより、前四半期会計期間末と同数

の33店舗となっております。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は652百万円（前年同期比97.9％）となりました。 

　

 （フランチャイズ事業）

マルチメディアカフェフランチャイズ事業は、日々の営業活動から生じるロイヤルティ収入及び備

品販売を売上高に計上しております。当第２四半期会計期間においては、前年同期に比べ大型の備品販

売が減少しております。店舗数につきましては、当第２四半期会計期間において１店舗退店したことに

より、前四半期会計期間末より１店舗減少した16店舗となっております。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は14百万円（前年同期比74.6％）となりました。 

　

② カラオケ事業

カラオケ事業は、顧客満足度を高めるため接客レベルの向上や各種キャンペーンの実施をはじめ、カ

ラオケ新機種の導入を実施し、既存店による売上は前年同期を上回る水準で推移いたしました。店舗数

につきましては、当第２四半期会計期間において出退店がなかったため、前四半期会計期間末と同数の

15店舗であります。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は236百万円（前年同期比96.0％）となりました。 

　

③ その他事業

自社ビルであります「WAO CUBE京都」ビル内におきましてTSUTAYAを１店舗運営しております。ネッ

ト配信の普及化や競争激化、魅力的なゲームソフトのタイトル不足等により、CD、DVD及びゲームの販売

が計画より大きく下回りました。

　以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は63百万円（前年同期比82.7％）となりました。 
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これらの結果、売上高は966百万円（前年同期比95.8％）となりました。一方、売上原価、販売費及一般

管理費におきましては、全社的な経費削減活動の推進により967百万円（前年同期比95.3％）となりまし

た。その結果、営業損失は０百万円（前年同期は５百万円の損失）、経常利益は７百万円（前年同期比

241.6％）となりました。また、繰延税金資産の変動により、四半期純利益は６百万円（前年同期比

287.1％）となりました。 

　

※　当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。したがいまして、

前年同期比較に関する情報は参考として記載しております。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は2,529百万円となり、前事業年度末と比較し188百万円増加いたし

ました。これは主に、店舗改装及び新規出店に伴う有形固定資産の増加によるものであります。 

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前四半期会計期間

末と比較して112百万円減少し、364百万円となりました。当第２四半期会計期間におけるキャッシュ・フ

ローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は２百万円となりました。これは主に税引前四半期純利益６百万円、減

価償却費45百万円等の収入に対し、未払消費税等の減少12百万円等があったことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は86百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得、敷金保証

金の差入及び保険積立金の積立による支出87百万円等に対し、敷金保証金の返還及び保険積立金の返

戻による収入２百万円等があったことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は27百万円となりました。これは主に、新たな長期借入金による収入

100百万円に対し、長期借入金及びリース債務の返済による支出127百万円等があったことによるもの

です。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

帳簿価額（千円）
完成
年月

従業
員数
（名）建物

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

ゆう遊空間
小田原なるだ店
(神奈川県小田原市）

マルチメディア
カフェ事業

店舗設備 51,382
－ 

（－）
35,7059,01696,103

平成20年
10月

２
(８)

（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。

 ２　帳簿価額のうち「その他」は、構築物・工具、器具及び備品の合計であります。

 ３　従業員数は、就業人員であります。また、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員

（一人当たり173時間／月換算）を外書で記載しております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

① 重要な設備計画の変更、完了

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて重要な変更はありません。また、前四半期会計期間末に計画した設備計画のうち、当第２四半期

会計期間に完了したものについては、「(1) 主要な設備の状況」に記載しております。

　

② 重要な設備の新設、除却等

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,900,000

計 14,900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年１月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,153,700 5,153,700
東京証券取引所
（マザーズ）

―

計 5,153,700 5,153,700― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月１日～
平成20年11月30日

― 5,153,700 ― 429,215 ― 465,865
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(5) 【大株主の状況】

　　平成20年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

加藤　博彦 静岡県沼津市 1,301,000 25.24

カルチュア・コンビニエンス・
クラブ株式会社

大阪府大阪市北区梅田2-5-25 476,000 9.23

加藤　恭枝 静岡県沼津市 390,000 7.56

メディアクリエイト従業員持株会 静岡県沼津市筒井町4-2 164,800 3.19

加藤　晶子 愛知県名古屋市中区 130,000 2.52

加藤　智大 静岡県沼津市 130,000 2.52

加藤　雅彦 静岡県沼津市 130,000 2.52

株式会社ティー・エス・ケー
京都府京都市下京区加茂川端正面上ル
平岡町377-1

100,500 1.95

乗松　良徳 京都府京都市上京区 92,500 1.79

株式会社ゴトー 静岡県沼津市緑ヶ丘10-1 80,000 1.55

丸山　三千夫 山梨県中巨摩郡昭和町 80,000 1.55

計 ― 3,074,800 59.66

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成20年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,139,000
5,139 ―

単元未満株式
普通株式

13,700
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 5,153,700― ―

総株主の議決権 ― 5,139 ―

　

② 【自己株式等】

　　平成20年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社メディアクリエイト 静岡県沼津市筒井町4-2 1,000 ― 1,000 0.0

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

最高(円) 133 142 119 107 100 78

最低(円) 120 117 91 95 61 67

(注) 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（店舗支援部長）

取締役
（ゆう遊空間営業部長）

栗原　浩一 平成20年12月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期会計期間（平成20年９月１日から平成20年11月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50

号）附則第６条第１項第５号の但し書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則を早期に適用しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成20年９月１日か

ら平成20年11月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成20年６月１日から平成20年11月30日まで)に係

る四半期財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 374,424 373,933

売掛金 11,061 23,424

商品 22,921 31,252

原材料及び貯蔵品 32,951 37,196

その他 161,866 165,862

貸倒引当金 △2,874 △4,221

流動資産合計 600,350 627,447

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 984,288 922,696

土地 302,326 302,326

リース資産（純額） 100,147 －

その他（純額） 172,691 136,566

有形固定資産合計 ※
 1,559,454

※
 1,361,589

無形固定資産 7,088 8,117

投資その他の資産

敷金及び保証金 304,053 296,943

その他 53,900 41,751

投資その他の資産合計 357,953 338,694

固定資産合計 1,924,495 1,708,402

繰延資産 4,815 5,447

資産合計 2,529,661 2,341,297
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 40,327 48,728

1年内返済予定の長期借入金 455,959 435,802

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

リース債務 26,123 －

未払金 180,834 189,194

未払法人税等 9,282 13,717

賞与引当金 31,150 34,530

その他 31,652 80,971

流動負債合計 835,328 862,943

固定負債

社債 190,000 220,000

長期借入金 512,272 376,908

リース債務 81,260 －

退職給付引当金 20,657 19,249

役員退職慰労引当金 3,220 －

その他 24,442 31,039

固定負債合計 831,852 647,197

負債合計 1,667,180 1,510,140

純資産の部

株主資本

資本金 429,215 429,215

資本剰余金 465,865 465,865

利益剰余金 △32,112 △62,898

自己株式 △457 △457

株主資本合計 862,510 831,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △29 △567

評価・換算差額等合計 △29 △567

純資産合計 862,480 831,156

負債純資産合計 2,529,661 2,341,297
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(2)【四半期損益計算書】
　　　【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成20年６月１日
  至 平成20年11月30日)

売上高 2,006,761

売上原価 1,714,066

売上総利益 292,695

販売費及び一般管理費 ※
 255,647

営業利益 37,047

営業外収益

設備賃貸料 14,200

受取手数料 7,608

受取保険金 9,881

その他 6,439

営業外収益合計 38,129

営業外費用

支払利息 12,055

設備賃貸費用 13,279

その他 3,277

営業外費用合計 28,611

経常利益 46,565

特別利益

預り敷金償却益 6,000

その他 1,347

特別利益合計 7,347

特別損失

固定資産除却損 3,890

減損損失 2,907

リース解約損 1,457

特別損失合計 8,255

税引前四半期純利益 45,656

法人税、住民税及び事業税 3,483

法人税等調整額 11,387

法人税等合計 14,870

四半期純利益 30,786
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　　　【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自 平成20年９月１日
  至 平成20年11月30日)

売上高 966,424

売上原価 841,931

売上総利益 124,493

販売費及び一般管理費 ※
 125,170

営業損失（△） △677

営業外収益

設備賃貸料 6,267

受取手数料 3,669

受取保険金 9,694

その他 3,992

営業外収益合計 23,623

営業外費用

支払利息 6,439

設備賃貸費用 6,622

その他 1,992

営業外費用合計 15,054

経常利益 7,890

特別利益

貸倒引当金戻入額 518

特別利益合計 518

特別損失

固定資産除却損 1,942

リース解約損 348

特別損失合計 2,291

税引前四半期純利益 6,118

法人税、住民税及び事業税 1,691

法人税等調整額 △2,327

法人税等合計 △635

四半期純利益 6,753
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成20年６月１日
  至 平成20年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 45,656

減価償却費 82,449

減損損失 2,907

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,347

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,380

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,407

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,220

受取利息及び受取配当金 △123

支払利息 12,055

社債発行費償却 632

固定資産除却損 3,890

リース解約損 1,457

売上債権の増減額（△は増加） 12,363

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,576

仕入債務の増減額（△は減少） △8,401

未払消費税等の増減額（△は減少） △37,093

その他 △44,207

小計 84,064

利息及び配当金の受取額 123

利息の支払額 △11,937

リース契約解除による支出 △6,133

法人税等の支払額 △7,032

営業活動によるキャッシュ・フロー 59,085

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,021

定期預金の払戻による収入 10,010

有形固定資産の取得による支出 △168,682

有形固定資産の除却による支出 △1,458

敷金及び保証金の差入による支出 △10,486

敷金及び保証金の回収による収入 7,706

保険積立金の積立による支出 △4,417

保険積立金の払戻による収入 749

投資活動によるキャッシュ・フロー △176,599

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 400,000

長期借入金の返済による支出 △244,479

社債の償還による支出 △30,000

リース債務の返済による支出 △7,518

配当金の支払額 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 117,994

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 480

現金及び現金同等物の期首残高 363,922

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 364,402
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日　至　平成20年11月30日)

（会計方針の変更）

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期累計期間の売上総利益、営業利益、経常利益及び税

引前四半期純利益は、それぞれ2,550千円減少しております。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期会計期間から早期に適用し、所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっ

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が有形固定資産に100,147千円計上されております。

また、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日　至　平成20年11月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。

 

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期累計期間 (自 平成20年６月１日　至 平成20年11月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日　至　平成20年11月30日)

役員退職慰労引当金

第１四半期会計期間より役員退職慰労金制度を設けたことに伴い、役員退職慰労引当金を計上しております。こ

の結果、当第２四半期累計期間の販売費及び一般管理費が3,220千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前四半期

純利益が同額減少しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成20年11月30日)

前事業年度末
(平成20年５月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　740,618千円 ※　有形固定資産の減価償却累計額　687,155千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日 
  至　平成20年11月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

　　次のとおりであります。

 給料及び手当 82,739千円

 賞与引当金繰入額 12,110千円

 退職給付費用 846千円

 役員退職慰労引当金繰入額 3,220千円

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成20年９月１日 
  至　平成20年11月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

　　次のとおりであります。

 給料及び手当 41,196千円

 賞与引当金繰入額 5,387千円

 退職給付費用 400千円

 役員退職慰労引当金繰入額 1,669千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日 
  至　平成20年11月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金 374,424千円

　預入期間が３ケ月を
  超える定期預金

△10,021千円

　現金及び現金同等物 　 364,402千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成20年11月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成20年６月１日　

至　平成20年11月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
会計期間末

普通株式（株） 5,153,700

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
会計期間末

普通株式（株） 1,598

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引

残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められません。

　

(有価証券関係)

    有価証券は、会社の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

    デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

    該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

    関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

    該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成20年11月30日)

前事業年度末
(平成20年５月31日)

１株当たり純資産額 167円40銭 １株当たり純資産額 161円32銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期会計期間末
(平成20年11月30日)

前事業年度末
(平成20年５月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 862,480 831,156

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) ― ―

普通株式に係る純資産額 (千円) 862,480 831,156

普通株式の発行済株式数 (株) 5,153,700 5,153,700

普通株式の自己株式数 (株) 1,598 1,598

１株当たり純資産額の算定に
用いられる普通株式数

(株) 5,152,102 5,152,102
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２　１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日 
  至　平成20年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ５円98銭

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　金
額については、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

 

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成20年６月１日 
  至　平成20年11月30日)

四半期純利益 (千円) 30,786

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 30,786

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,152,102

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成20年９月１日 
  至　平成20年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 １円31銭

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　金
額については、潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

 

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期会計期間
(自　平成20年９月１日 
  至　平成20年11月30日)

四半期純利益 (千円) 6,753

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 6,753

普通株式の期中平均株式数 (株) 5,152,102

　

　

(重要な後発事象)

    該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年１月５日

株式会社メディアクリエイト

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　篠　　原　　孝　　広　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　加　　納　　栄 太 郎　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社メディアクリエイトの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第11期事業年度の第２四半期会計

期間(平成20年９月１日から平成20年11月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年６月１日から平成20

年11月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアクリエイトの平成20年11月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半

期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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